
１．継続事業の前提に関する注記

　　継続事業の前提に疑義を抱かせる事象又は状況はありません。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有有価証券・・・償却原価法（定額法）によっています。

　　　その他の有価証券・・・移動平均法による原価法によっています。

　　　　　　　　　　　　　　なお、市場性のある有価証券は時価により評価する基準を採用しています。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　移動平均法による原価法を採用しています。

（３）引当金の計上基準

　　　退職給付引当金・・・期末退職給与に自己都合要支給額に相当する金額を計上しています。

　　　賞与引当金・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を

　　　　　　　　　　　　　計上しています。

（４）リース取引の処理方法

　　　該当ありません。

（５）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

３．会計方針の変更

　　該当ありません。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

基本財産

　投資有価証券 2,002,006,458 6,905,359 1,368 2,008,910,449

　定期預金 7,317,491 414,590 7,317,491 414,590

　普通預金 0 0 0 0

小 計 2,009,323,949 7,319,949 7,318,859 2,009,325,039

特定資産

（退職給付引当資産）

　投資有価証券 62,815,700 20,022,800 15,164,100 67,674,400

　定期預金 10,862,456 210,174 0 11,072,630

合 計 2,088,205,257 51,607,582 42,686,111 2,097,126,728

　普通預金 5,203,152 24,054,659 20,203,152 9,054,659

小 計 78,881,308 44,287,633 35,367,252 87,801,689

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記



５．基本財産及び特定資産の財源の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

（ （ （

） ） ）

６．担保に供している資産

　　該当ありません。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額、固定資産除却損額及び当期末残高

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額、固定資産除却損額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

８．債権金額、貸倒引当金の当期末残高

（単位：円）

当 期 末 残 高

0

0

基本財産

　投資有価証券 2,008,910,449 2,008,910,449 0 ―――

　定期預金 414,590 414,590 0 ―――

　普通預金 0 0 0 ―――

小 計 2,009,325,039 2,009,325,039 0 0

特定資産

（退職給付引当資産）

　投資有価証券 67,674,400 ――― ――― 67,674,400

87,801,689

合 計 2,097,126,728 2,009,325,039 0 87,801,689

　定期預金 11,072,630 ――― ――― 11,072,630

　普通預金 9,054,659 ――― ――― 9,054,659

什 器 備 品 48,610,250 18,116,849 30,493,401

合 計 48,610,250 18,116,849 30,493,401

う ち 負 債 に

対 応 す る 額

科 目 取 得 価 格 減 価 償 却 累 計 額 固定資産除却損額

科 目 当 期 末 残 高
うち指定正味財

産に充当する額

うち一般正味財

産に充当する額

小 計 87,801,689 0 0

70,934,759

科 目 債 権 金 額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未 収 金 70,934,759 0 70,934,759

合 計 70,934,759 0



９．保証債務等の偶発債務

　　該当ありません。

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

（単位：円）

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残額は、次のとおりです。

（単位：円）

12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

13．関連当事者との取引の内容

　　該当ありません。

第165回利付国債（20年） 6,905,359 7,240,800 335,441

帳 簿 価 額 時 価

90,500,000

200,000,000 194,732,000 △ 5,268,000

500,000,000 514,300,000 14,300,000

評 価 損 益

300,000,000 307,143,000 7,143,000

32,580

三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ第12回期限前償還条項付無担保社債 1,000,000 999,930 △ 70

ｸﾚﾃﾞｨｽｲｽ銀行ﾛﾝﾄﾞﾝ ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ債 500,000,000 518,065,000 18,065,000

貸借対照表上

の 記 載 区 分増 加 額 減 少 額

当 期 末

残 高

合 計 2,008,910,449 2,134,018,400 125,107,951

前 期 末

残 高

当 期 当 期

合 計 0 28,242,183 28,242,183 0

　運営費補助金 愛知県 0 28,242,183 28,242,183 0 一般正味財産

補助金

経常収益への振替額

　基本財産受取利息

合 計

内 容 金 額

28,365,867

28,365,867

交 付 者補助金等の名称

第327回利付国債（10年） 1,005,090 1,037,670

ｼﾞｪｰﾋﾟｰﾓﾙｶﾞﾝﾁｪｰｽ&CO 固定利付債

ソシエテジェネラルアクセプタンス

第223回政府保証日本高速道路保有・債務返済機構債券 500,000,000 590,500,000

科 目

ｼﾞｪｯﾂINTLｽﾘｰLTD SR.633



14．重要な後発事象

　　該当ありません。

15．その他

（１）金融商品に対する取組方針

　　　当法人は、公益目的事業および法人運営の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券により

　　資産運用しています。

　　　なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針です。

（２）金融商品のリスクに係る管理体制

　①資産運用規程に基づく取引

　　金融商品の取引は、当法人の財産管理運用規程に基づき行っています。

　②信用リスクの管理

　　債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、理事会に報告しています。

　③市場リスクの管理

　　時価を定期的に把握し、理事会に報告しています。


